
 
障第５７６号 

令和４年８月４日 

 

各指定障害福祉サービス事業所運営法人代表者 

各指定障害者支援施設運営法人代表者 

各指定一般相談支援事業所運営法人代表者      

各指定障害児通所支援事業所運営法人代表者 

各指定障害児入所施設運営法人代表者 

（岐阜市所管の施設等は除く。） 

 

 

岐阜県健康福祉部障害福祉課長  

 

令和４年度福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算の届出について 

 

日頃は、県内の障がい福祉施策の推進にご尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

標記について、厚生労働省から、別添のとおり、令和４年７月２２日付け障障発 0722第

１号「福祉・介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式

例の提示について」が示され、令和４年２月から９月までの福祉・介護職員処遇改善臨時

特例交付金による賃上げ効果を継続する観点から、令和４年１０月から福祉・介護職員等

ベースアップ等支援加算（以下、「ベースアップ等加算」）が創設されましたので、お知ら

せします。 

つきましては、令和４年１０月からベースアップ等加算を取得しようとする場合は、令

和４年８月３１日（水）までに別紙様式により、オンライン申請フォームにて、処遇改善

計画書のご提出をお願いします。 

 

※すでに令和４年度福祉・介護職員処遇改善加算計画書を提出していただいている場合で

も、ベースアップ等加算を取得しようとする場合には、再度の提出が必要となります。 

 

※福祉・介護職員等処遇改善臨時特例交付金を申請していただいている場合でも、ベース

アップ等加算を取得しようとする場合には、処遇改善計画書の提出が必要です。 

 

記 

Ⅰ．対象要件 

１ 岐阜県内の障害福祉サービス事業所・施設（※岐阜市所管の施設等は除く）のうち、

福祉・介護職員処遇改善加算のⅠからⅢのいずれかを取得している事業所・施設 

２ 賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引

き上げに充てること。 

 

 

 

様 



 
Ⅱ．令和４年度ベースアップ等加算の届出 

１ 提出書類 

  ①令和４年度ベースアップ等加算届出に係る自己点検シート 

②障害福祉サービス等処遇改善計画書（別紙様式２－１，２－２，２－３，２－４） 

※すでに処遇改善加算・特定加算を算定している事業所が、令和４年１０月以降に

ベースアップ等加算を算定するために計画書を提出する場合、別紙様式２－２，

２－３については記入不要。 

③特別な事情に係る届出書（別紙様式５）（※該当がある場合にのみ提出） 

④体制様式（届出書）介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書 

⑤体制様式（総括表）各障害福祉サービス事業ごとの介護給付費等の算定に係る体

制等状況総括表 

 

様式は下記の岐阜県ホームページに掲載しています。 

 【県ホームページ】 

  https://www.pref.gifu.lg.jp/page/239881.html 

 

２ 提出期限 

  令和４年８月３１日（水）【厳守】 

※ 上記締め切りは、令和４年１０月からベースアップ等加算を取得しようとする場合

のものです。 

※ 令和４年１１月以降に当該加算を取得しようとする場合は、当該加算を算定する月

の前々月の末日までに届け出る必要があります。 

例：１１月から当該加算を取得しようとする場合、９月末日までに届出が必要 

 

３ 提出先 

  （１）岐阜圏域（羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、岐南町、笠松町、北方町） 

に所在する指定事業所・施設 

岐阜市内に所在する指定障害児入所施設 

→ 岐阜県 岐阜地域福祉事務所  

 

（２）上記（１）以外の指定事業所・施設 

   ※複数の圏域にまたがって事業所・施設を運営する法人を含む 

→ 岐阜県健康福祉部 障害福祉課 

 

※ 岐阜市から指定を受けている事業所については、岐阜市障がい福祉課へ届出を行っ

てください。また、複数の事業所について一括して届出を行う場合（法人単位で届

出を行う場合）で、複数の指定権者から指定を受けている場合については、それぞ

れの指定権者に届出を行う必要があります。 

 

 

 

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/239881.html


 
例 岐阜市に所在する「就労継続支援Ａ型事業所」と瑞穂市に所在する「放課後等

デイサービス事業所」を運営している法人 

 就労継続支援Ａ型事業所   → 岐阜市指定 

 放課後等デイサービス事業所 → 岐阜県指定 

  

 それぞれの指定権者ごとに提出する必要があるため、岐阜市と岐阜県の両方に計

画書の届出を行う必要がある。 

 

※ 基準該当事業所については、登録等を受けた各市町村へ届出が必要になります。 

※ 提出期限、添付書類等、届出に係る取扱いについては、各指定権者により異なる

場合がありますので、届出先の都道府県等にご確認ください。 

 

 ４ 提出方法 

   下記県ホームページ中のオンライン申請フォームより提出してください。 

   なお申請フォームは、その計画書の提出先（上記３）により異なりますので、ご注

意ください。 

  【県ホームページ】（再掲） 

   https://www.pref.gifu.lg.jp/page/239881.html 

     

５ その他留意事項 

○ 加算対象となる職種、加算の見込額の計算方法等詳細については、令和４年７月２

２日付け障障発 0722 第１号「福祉・介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え

方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」をご確認ください。 

○ 加算算定期間中に事業所を新規で設立した場合などに、加算算定事業所を追加する

場合は、変更の届出を行ってください。 

 

Ⅲ．実績報告について 

  障害福祉サービス事業者等は、各事業年度における最終の加算の支払いがあった月

の翌々月の末日までに、都道府県知事等に対して、別紙様式３－１及び３－３の福祉・

介護職員等ベースアップ等支援実績報告書の提出が必要です。    

 

〇本通知に係る問い合わせ先  

※問い合わせ先は上記Ⅱ．３のとおり、計画書の提出先により異なります。 

 

 

所属 
岐阜県健康福祉部障害福祉課 

事業所指導係 

係長 若原 担当 高田 

電話 058-272-8302 

E-mail c11226@pref.gifu.lg.jp 

所属 
岐阜県岐阜地域福祉事務所 

福祉課地域福祉第二係 

係長 谷口 担当 秋山、辻 

電話 058-272-8287 

E-mail c22801@pref.gifu.lg.jp 

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/239881.html

